· 最高裁平成１４年１月１７日判決

[キーワード]

保証・公共工事・請負契約・前払金・預金・信託財産・破産財団

[判旨]

公共工事の請負者が保証事業会社の保証の下に地方公共団体から支払を受けた前払金は、請負工事の必要経費の支払に充てることを目的とした信託財産であり、信託財産である前払金の残金は、請負者に代わって保証債務の履行として残金相当額を地方公共団体に支払った保証事業会社に帰属し、請負者の破産財団に組み入れられることはないとされた事例。
[事件名]

最高裁判所平成１４年１月１７日判決（民集５６巻１号２０頁）

[当事者名]

破産者仲田建設株式会社破産管財人　対　豊田信用金庫、東日本建設業保証株式会社、
[事実の概要]

愛知県のために公共工事を請け負った仲田建設が、公共工事の前払金保証事業に関する法律に基づく東日本建設業保証協会㈱による前払金返還保証のもと、愛知県から公共工事の前払金約１６９７万円の支払いを受けた。当該支払は、仲田建設が被告豊田信用金庫に開設した別口普通預金口座への振込みによって行われたが、①仲田建設と愛知県の間の請負契約では前払金を当該工事の必要経費以外に支出してはならないことが、②仲田建設と東日本建設業保証協会との間の保証約款では、前払金が別口普通預金として保管されなければならないこと，預金の払戻しについても預託金融機関に適正な使途に関する資料を提出してその確認を受けなければならないこと等が、③東日本建設業保証協会と豊田信用金庫との間の業務委託契約では、信用金庫は仲田建設から預託金の使途内訳及び証明資料を添えて預託金の請求を受けたときには、予め保証協会から送付を受けていた前払金の使途内訳明細書と付合する時には、請求金額を払い出すこと等が、規定されていた。仲田建設が破産し、保証協会は前払金のうち工事未着工部分に対応する約６７０万円について、愛知県に対して保証を履行したところ、仲田建設の破産管財人が預金が破産財団に属することの確認と預金の払戻しを求めて訴えたもの。

[主文]

本件上告を棄却する。
上告費用は上告人の負担とする。

[判決理由]

「･･･３　本件請負契約を直接規律する愛知県公共工事請負契約約款は，前払金を当該工事の必要経費以外に支出してはならないことを定めるのみで，前払金の保管方法，管理・監査方法等については定めていない。しかし，前払金の支払は保証事業法の規定する前払金返還債務の保証がされたことを前提としているところ，保証事業法によれば，保証契約を締結した保証事業会社は当該請負者が前払金を適正に使用しているかどうかについて厳正な監査を行うよう義務付けられており（２７条），保証事業会社は前払金返還債務の保証契約を締結しようとするときは前払金保証約款に基づかなければならないとされ（１２条１項），この前払金保証約款である本件保証約款は，建設省から各都道府県に通知されていた。そして，本件保証約款によれば，前記１（３）記載のとおり，前払金の保管，払出しの方法，被上告人保証会社による前払金の使途についての監査，使途が適正でないときの払出し中止の措置等が規定されているのである。したがって，仲田建設はもちろん愛知県も，本件保証約款の定めるところを合意内容とした上で本件前払金の授受をしたものというべきである。このような合意内容に照らせば，本件前払金が本件預金口座に振り込まれた時点で，愛知県と仲田建設との間で，愛知県を委託者，仲田建設を受託者，本件前払金を信託財産とし，これを当該工事の必要経費の支払に充てることを目的とした信託契約が成立したと解するのが相当であり，したがって，本件前払金が本件預金口座に振り込まれただけでは請負代金の支払があったとはいえず，本件預金口座から仲田建設に払い出されることによって，当該金員は請負代金の支払として仲田建設の固有財産に帰属することになるというべきである。

　また，この信託内容は本件前払金を当該工事の必要経費のみに支出することであり，受託事務の履行の結果は委託者である愛知県に帰属すべき出来高に反映されるのであるから，信託の受益者は委託者である愛知県であるというべきである。

　そして，本件預金は，仲田建設の一般財産から分別管理され，特定性をもって保管されており，これにつき登記，登録の方法がないから，委託者である愛知県は，第三者に対しても，本件預金が信託財産であることを対抗することができるのであって（信託法３条１項参照），信託が終了して同法６３条のいわゆる法定信託が成立した場合も同様であるから，信託財産である本件預金は仲田建設の破産財団に組み入れられることはないものということができる（同法１６条参照）。」

· 平成１５年２月２１日民集５７巻２号９５頁

[キーワード]

保険代理店・損害保険契約・保険料・預金債権・払戻し請求

[判旨]

損害保険代理店が、損害保険会社のために保険料のみを入金する目的で開設した本件預金口座の預金債権について、本件預金の原資は損害保険代理店が所有していた金銭にほかならず、本件事実関係の下において、本件預金債権は、損害保険会社にではなく損害保険代理店に帰属するとした事例。

[事件名]

最高裁第二小法廷平成１５年２月２１日判決（民集５７巻２号９５頁）

[当事者名]

富士火災海上保険株式会社　対　小樽商工信組

[事実の概要]

原告富士火災海上保険㈱の損害保険代理店であった矢野建設工業は、被告小樽商工信組に「富士火災海上保険（株）代理店矢野建設工業株式会社A」名義で開設された普通預金口座に、矢野建設工業が原告のために収受した保険料及びこれに対する利息合計３４２万２９０３円が預け入れられていたが、矢野建設が不渡りを出したため、被告が矢野建設宛与信と当該預金を相殺した。原告が被告に対して、預金は自己に帰属するとして預金の払戻しを請求したもの。なお、矢野建設工業は、原告を代理して、保険契約者と保険契約を締結し、保険契約者から保険料を収受した上で（その際、原告名義の領収書を交付）、保険料として収受した金銭を他の金銭と明確に区別するため専用の金庫ないし集金袋で保管し、それを本件預金口座に入金したうえで、毎月２０日ころ、本件預金口座に預け入れてあった前月分の保険料全額の払戻を受け、原告から送付された保険料請求書に記載された代理店手数料相当額を差し引いた上で、残りの金銭を原告に送金していた。通帳・印鑑は矢野建設工業が保管していたが、第１回目の不渡の直後に原告に手交された。また、代理店契約には、「領収した保険料を原告に納付するまでは、･･･これを自己の財産と明確に区分して保管し、他に流用してはならない」といった条項があった。

[主文]

原判決を破棄し，第１審判決を取り消す。
被上告人の請求を棄却する。
被上告人は，上告人に対し，３７４万２８９４円及びこれに対する平成１０年１２月２２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
訴訟の総費用及び前項の裁判に関する費用は被上告人の負担とする。
[判決理由]

「･･･２　原審は，次のとおり判断し，本件預金債権は被上告人に帰属するとして，被上告人の請求を全部認容すべきものとした。

　金融機関にとっては預金者が何人であっても格別の不利益はないから，預金の原資を出えんした者の利益を保護する観点から，その出えん者が預金者として預金債権の帰属主体になると解するのが相当である。

　そこで本件預金の出えん者はだれであるかについて検討すると，①　訴外会社は，被上告人を代理して保険契約者から収受した保険料を専用の金庫ないし集金袋で保管し，他の金銭と混同していなかったこと，②　本件預金の原資は，上記保険料及びその預金利息であること，③　訴外会社は，上記保険料自体の帰属については，独自の実質的又は経済的な利益を有していないこと，④　被上告人は，訴外会社が保険料を収受することにより保険金支払の危険を負担することになるので，保険料の帰属について実質的又は経済的な利益を有していることを考慮すると，訴外会社が収受した保険料の所有権は占有者ではない被上告人に帰属すると認めるべき特段の事情が存するものと解する余地が十分にある。仮にそうでないとしても，上記諸点を考慮すると，本件預金の出えん者は，被上告人と認めるのが相当である。

　また，訴外会社は，本件預金口座の通帳及び届出印の所持者として，本件預金口座を管理し得る立場にあったが，本件預金口座の目的やその払戻しについて被上告人との間の契約による制約を受けていたから，被上告人から本件預金口座の管理をゆだねられていたにすぎず，本件預金口座を実質的に管理し得る地位を有していたのは被上告人にほかならない。

　上記のように，被上告人が本件預金の原資の出えん者であり，かつ，本件預金口座を実質的に管理していた者であることにかんがみると，本件預金債権は被上告人に帰属するというべきである。

　３　しかしながら，原審の上記判断はこれを是認することができない。その理由は，次のとおりである。

　前記事実関係によれば，金融機関である上告人との間で普通預金契約を締結して本件預金口座を開設したのは，訴外会社である。また，本件預金口座の名義である「富士火災海上保険㈱代理店矢野建設工業㈱Ａ」が預金者として訴外会社ではなく被上告人を表示しているものとは認められないし，被上告人が訴外会社に上告人との間での普通預金契約締結の代理権を授与していた事情は，記録上全くうかがわれない。

　そして，本件預金口座の通帳及び届出印は，訴外会社が保管しており，本件預金口座への入金及び本件預金口座からの払戻し事務を行っていたのは，訴外会社のみであるから，本件預金口座の管理者は，名実ともに訴外会社であるというべきである。

　さらに，受任者が委任契約によって委任者から代理権を授与されている場合，受任者が受け取った物の所有権は当然に委任者に移転するが，金銭については，占有と所有とが結合しているため，金銭の所有権は常に金銭の受領者（占有者）である受任者に帰属し，受任者は同額の金銭を委任者に支払うべき義務を負うことになるにすぎない。そうすると，被上告人の代理人である訴外会社が保険契約者から収受した保険料の所有権はいったん訴外会社に帰属し，訴外会社は，同額の金銭を被上告人に送金する義務を負担することになるのであって，被上告人は，訴外会社が上告人から払戻しを受けた金銭の送金を受けることによって，初めて保険料に相当する金銭の所有権を取得するに至るというべきである。したがって，本件預金の原資は，訴外会社が所有していた金銭にほかならない。

　したがって，【要旨】本件事実関係の下においては，本件預金債権は，被上告人にではなく，訴外会社に帰属するというべきである。訴外会社が本件預金債権を訴外会社の他の財産と明確に区分して管理していたり，あるいは，本件預金の目的や使途について訴外会社と被上告人との間の契約によって制限が設けられ，本件預金口座が被上告人に交付されるべき金銭を一時入金しておくための専用口座であるという事情があるからといって，これらが金融機関である上告人に対する関係で本件預金債権の帰属者の認定を左右する事情になるわけではない。」

「裁判官福田博の反対意見は，次のとおりである。

・・・本件預金口座の名義は，「富士火災海上保険㈱代理店矢野建設工業㈱Ａ」となっており，預金者として訴外会社を表示しているものであることが一見明白であるとはいいきれないし，そこに「代理店」の文字が含まれていることからすると，むしろ，被上告人が代理人である訴外会社を使って本件預金口座を開設したことを表示していると解するのが相当である。訴外会社が本件預金口座の通帳及び届出印を保管し，本件預金口座の金銭の出し入れを行っていたことも，代理人として，本人である被上告人のためにしていたことであると評価すべきである。

　訴外会社が保険契約者から収受した保険料の所有権がいったん訴外会社に帰属するのは多数意見のいうとおりであるが，上記のように本件預金口座は被上告人のものであるから，保険料を本件預金口座に入金することによって訴外会社の被上告人に対する保険料引渡し義務は完了することになる。後日被上告人から訴外会社に送付される保険料請求書の記載に従って訴外会社が本件預金口座から資金を引き出し，訴外会社の手数料を控除した残額を被上告人に送金するという資金の移動は，訴外会社が被上告人の代理人として，被上告人の預金口座間で資金移動事務を行っているものであるにすぎない。

　原審は，預金の原資の出えん者が預金債権の帰属主体になるという理論を前提に，被上告人が本件預金の原資の出えん者であるから本件預金債権の帰属主体であるとしている。私は，このような判断過程を正当なものであると考えるものではないが，上記のように，本件預金口座は被上告人が訴外会社を代理人として開設したものであると考えられるから，被上告人が預金者としてする本件預金債権の支払請求を認容すべきものとした原判決は，結論において是認することができる。」

· 平成１５年３月１２日刑集５７巻３号３２２頁

[キーワード]

誤振込み・普通預金契約・払戻し請求・告知義務・詐欺罪

[判旨]

自己の預金口座に誤った振込みがあったことを知りながら、その情を秘して預金の払戻しを請求し払い戻しを受けた場合には、詐欺罪が成立するとした事例。

[事件名]

最高裁判所平成１５年３月１２日判決（刑集５７巻３号３２２頁）

[当事者名]

国　対　入船孝史

[事実の概要]

税理士顧問料の集金代行業者が、税理士の妻の誤った届けにより、集金した約７５万円を泉州銀行の被告人の普通預金口座に振込んだところ、記憶のない入金であったにもかかわらず、被告人は借金返済のために預金の払戻しを受けたもの。

[主文]

本件上告を棄却する。
当審における訴訟費用は被告人の負担とする。
[判決理由]

「・・・　２　本件において，振込依頼人と受取人である被告人との間に振込みの原因となる法律関係は存在しないが，このような振込みであっても，受取人である被告人と振込先の銀行との間に振込金額相当の普通預金契約が成立し，被告人は，銀行に対し，上記金額相当の普通預金債権を取得する（最高裁平成４年（オ）第４１３号同８年４月２６日第二小法廷判決・民集５０巻５号１２６７頁参照）。

　しかし他方，記録によれば，銀行実務では，振込先の口座を誤って振込依頼をした振込依頼人からの申出があれば，受取人の預金口座への入金処理が完了している場合であっても，受取人の承諾を得て振込依頼前の状態に戻す，組戻しという手続が執られている。また，受取人から誤った振込みがある旨の指摘があった場合にも，自行の入金処理に誤りがなかったかどうかを確認する一方，振込依頼先の銀行及び同銀行を通じて振込依頼人に対し，当該振込みの過誤の有無に関する照会を行うなどの措置が講じられている。

　これらの措置は，普通預金規定，振込規定等の趣旨に沿った取扱いであり，安全な振込送金制度を維持するために有益なものである上，銀行が振込依頼人と受取人との紛争に巻き込まれないためにも必要なものということができる。また，振込依頼人，受取人等関係者間での無用な紛争の発生を防止するという観点から，社会的にも有意義なものである。したがって，銀行にとって，払戻請求を受けた預金が誤った振込みによるものか否かは，直ちにその支払に応ずるか否かを決する上で重要な事柄であるといわなければならない。これを受取人の立場から見れば，受取人においても，銀行との間で普通預金取引契約に基づき継続的な預金取引を行っている者として，自己の口座に誤った振込みがあることを知った場合には，銀行に上記の措置を講じさせるため，誤った振込みがあった旨を銀行に告知すべき信義則上の義務があると解される。社会生活上の条理からしても，誤った振込みについては，受取人において，これを振込依頼人等に返還しなければならず，誤った振込金額相当分を最終的に自己のものとすべき実質的な権利はないのであるから，上記の告知義務があることは当然というべきである。そうすると，【要旨】誤った振込みがあることを知った受取人が，その情を秘して預金の払戻しを請求することは，詐欺罪の欺罔行為に当たり，また，誤った振込みの有無に関する錯誤は同罪の錯誤に当たるというべきであるから，錯誤に陥った銀行窓口係員から受取人が預金の払戻しを受けた場合には，詐欺罪が成立する。

　前記の事実関係によれば，被告人は，自己の預金口座に誤った振込みがあったことを知りながら，これを銀行窓口係員に告げることなく預金の払戻しを請求し，同係員から，直ちに現金の交付を受けたことが認められるのであるから，被告人に詐欺罪が成立することは明らかであり，これと同旨の見解の下に詐欺罪の成立を認めた原判決の判断は，正当である。」

